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1. はじめに 

地球温暖化防止のために，二酸化炭素をはじめと

する温室効果ガスの排出削減が国際的に重要な政策

課題になっている．そこで，温室効果ガス排出の少な

い，再生可能エネルギーの利用が注目されている．再

生可能エネルギーは，環境負荷が小さいというメ

リットがある一方で，高い費用と発電の不安定性の

デメリットがある．そのため，再生可能エネルギーの

導入が社会的に望ましいとしても，政策支援がなけ

れば，十分な普及は困難である．そのため，政府は，

再生可能エネルギーの導入を促進するための普及促

進策を講じている．その代表的な制度として，再生可

能エネルギー利用割合基準（以下，RPS: Renewable 

Portfolio Standards）制度がある．RPS制度とは，発電

事業者に発電量の一定割合（以下，RPS要求割合）以

上を再生可能エネルギーによって発電することを義

務付ける制度である．  

電力小売り完全自由化を受け，発電事業者による

卸電力取引所を介した取引が活発になっている．日

本卸電力取引所では主に，スポット市場と先渡市場

の 2 種類の電力取引方法が存在している．スポット

市場は一日前市場と呼ばれ，翌日に発電または販売

する電力を前日までに入札し，売買する市場である．

最も一般的な取引のうちの一つである．先渡市場は，

事業者が将来の一定の期日に，現在定める価格で売

買する契約を結ぶ市場である．将来渡される電力価

格を固定したい価格ヘッジの際の利用に適している．

自由化の進んだ電力市場では，一般的に，市場参加者

がスポット取引と先渡契約の両方を活用する．  

再生可能エネルギー普及促進策の経済分析に関す

る研究は複数ある．たとえば Siddiqui et al. [3]では，

RPS 制度の電力市場や REC 市場における競争への

影響について分析をしており，社会厚生上最適なRPS

要求割合を算出している．Allaz and Vila[1]のモデルを

応用し，電力市場に先渡契約を導入する研究は多く

存在する．たとえば，Kamat and Oren[2]は，2つのノー

ドを設定し，送電制約を組み込みこむことにより複

占市場下での先渡契約の影響について分析した．こ

れまで，再生可能エネルギー普及促進策の評価に関

する研究や，電力市場への先渡契約の導入の研究は

行われてきた．しかしながら，先渡契約とスポット取

引の両方で構成される寡占的電力市場の枠組みで，

再生可能エネルギー普及促進策を評価した研究はな

い．昨今の電力自由化による電力市場の拡大や，再生

可能エネルギー普及促進策の導入が進んでいる状況

で，これら双方による影響の分析を行うことは非常

に有用であると考えられる．  

本研究では，RPS 制度のもと，複占電力市場にお

ける事業者の利潤最大化問題を定式化し，先渡契約

の導入が電力価格，REC 価格や発電量などへ与える

影響を分析する．また，各事業者の戦略的な駆け引き

のもとで RPS 要求割合の変化に伴う電力価格，REC

価格や社会余剰への影響を考察する．  

2. モデル 

ここでは，RPS 制度の施行下におけるクールノー

競争市場での先渡契約とスポット取引の 2 段階モデ

ルを提案する．このモデルでは，各事業者は 1段階目

に先渡契約を行い，2 段階目にスポット取引を行う．

RPS 制度の施行下で，電力市場に発電事業者が二社

存在していると仮定する．一方の事業者は，主に火力

電源を所有し，非再生可能エネルギー電源のみで発

電を行う事業者(以下，非再生可能エネルギー事業者

と記す．)，他方の事業者は，再生可能エネルギー電

源のみを有する事業者(以下，再生可能エネルギー事

業者と記す．)である．Allaz and Vila[1]のモデルと同様

に，発電費用は，発電量に対して線形の費用関数に

よって表す．スポット市場における電力価格は，逆需

要関数によって表す．また，RPS要求割合を𝛼で表す．    

各事業者は，RPS要求割合𝛼を与えられたどおりに

受け止め，RPS制約のRECによる収入または費用を
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含め事業者の収益を最大にするように意思決定を行

う．先渡契約の目的はリスクヘッジではなく，スポッ

ト取引において有利な立場になるように，先渡契約

にコミットすることである．この利潤最大化問題を

解く際には，まず，2段階目において，スポット取引

からの収入を最大化するようにスポット取引量を決

定した後に，1段階目では，先渡契約，スポット取引

それぞれの収入を考えて先渡契約量を決定する．  

3. 数値例 

 ここでは，パラメータを用いた数値例を示す．パラ

メータは，Siddiqui et al.[3]を参考に設定する．数値例

では，ベンチマークケースとして，クールノー競争の

モデル（CO）を設定し， Allaz and Vila[1]のクールノー

競争下における先渡契約モデル（FC）， RPS モデル

（CO-RPS），先渡契約モデル（FC-RPS）それぞれの

結果を比較する．RPS要求割合αを，0.01から 0.8ま

で 0.01刻みで変化させ，数値分析を行う．  

図 1に，RPS要求割合𝛼の社会余剰への影響を示す．

COは，再生可能エネルギー比率，社会余剰がそれぞ

れ 28.6%，237.8（thousand $）であることに対して，

FC は 14.3%，283.2（thousand $）である．Allaz and 

Vila[1]の結論から既知であるように，先渡契約の影響

により社会余剰が増加する一方で，再生可能エネル 

ギー比率は，減少することがわかる．CO-RPSは，再

生可能エネルギー比率 28.6%において CO よりわず

かに社会余剰が減少するが，CO-RPS は RPS 要求割

合𝛼として再生可能エネルギー比率を制御すること

が可能であり，1%から 28%の範囲で，CO の社会余

剰より高い値となる一方で，それ以外の範囲，特に，

RPS 要求割合が高くなるにしたがい，より低い値と

なることがわかる．また，12%のときに社会余剰が最

大値となり，最適な RPS 要求割合が得られることが

わかる．これは，Siddiqui et al.[3]とも整合的な結果で

ある．これらの結果から，先渡契約と RPS 制度は社

会余剰の観点から，それぞれ異なる効果があること

がわかる．その 2つの効果を含めたモデルが FC-RPS

である．図 1に示されているように，先渡契約を考慮

することにより，社会余剰が大きく減少することが

わかる．これは，電力価格による影響が大きいものと

考えられる． 

4. おわりに 

本研究では，RPS制度の施行下で，非再生可能エネ

ルギー事業者と再生可能エネルギー事業者が各々一

社存在する複占電力市場における先渡契約を導入し

たモデルを提案した．数値例では，ベンチマークケー

スとしての先渡契約無しのクールノー競争市場，先

渡契約有りのクールノー競争市場，RPS 制度下にお

ける先渡契約有無のクールノー競争市場を比較した．

その結果，RPS制度下での先渡契約の導入は，社会余

剰の低下を招く一方で，非再生可能エネルギーの発

電量，すなわち，二酸化炭素排出を抑制するはたらき

があることがわかった．  

今後の課題として，不確実性や期間を取り入れ，リ

スクヘッジの目的も考えることで，本研究で考えた

ようなコミットメントとの関係を明らかにすること

が考えられる．  
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図 1 RPS 要求割合𝛼に対する社会余剰 


